
地方議会議員年金制度に係る今後の方針(案)に対する意向調査結果 

 

１ 調査の概要 

 ⑴ 調査の趣旨 

   国の「地方議会議員年金制度検討会」が提示した制度の存続案及び廃止 

案を受けて、平成２１年１１月１１日に町村議会の制度・運営に関する検

討委員会が取りまとめた「地方議会議員年金制度に係る今後の方針（案）」

について、全国の町村議会議長にその賛否を問うことにしたもの。 

 

⑵ 調査期間   平成２１年１１月１６日(月)～１２月７日（月） 

 

⑶ 調査対象   町村議会議長（９８９人） 

 

 

２ 調査結果 

 ⑴ 賛成である        ８２６人（ ８６．１％） 

⑵ 反対である         ６８人（  ７．１％） 

⑶ どちらともいえない     ６５人（  ６．８％） 

 

 有効回答数        ９５９人（１００．０％） 

 

 

全国町村議会議長会の方針（案） 
 

① 検討会・改正Ａ案について   受け入れられない 

  

② 検討会・改正Ｂ案について   条件付きで受け入れ可能である 

（条件１） 現職議員の負担を引き上げるのであれば、現職議員の給付

は、据え置くことを検討すること。 

   （条件２） 激変緩和負担金を除く公費負担率を５０％に引き上げるこ 

        とを検討すること。 

（条件３） 遺族年金のあり方について、給付・掛金等の条件と併せ検 

討すること。 

 

③ 検討会・制度廃止案について  受け入れられない 

 

全国町村議会議長会提出資料

平成 21 年 12 月 21 日 



地方議会議員年金制度の長期安定化に関する要望 

 

昭和３６年の制度発足以来、地方議会議員の退職後

の生活安定に大きな役割を果たしてきた地方議会議

員年金制度は、「平成の大合併」がもたらした会員数

の激減と年金受給者の大幅増により、財政が急激に悪

化し、平成２３年には積立金の枯渇が予想される危機

的状況に陥っている。 

平成１８年には、地方公務員等共済組合法の改正に

おいて掛金率の引上げ、給付水準の引下げが行われる

とともに、市町村合併特例法の規定に基づく激変緩和

措置が講じられたが、年金財政の安定化を図るには至

っていない。 

今後、地方分権の進展によって地方議会の役割・重

要度が高まる中、地方議会議員が安心して議会活動に

専念するためには、退職後の生活の安定のための年金

制度が不可欠である。 

よって、国は、国策として推進された市町村合併に

身をもって協力した市町村議会議員の強い思いを厳

粛に受けとめ、将来にわたり安定的な年金給付が可能

となるよう、下記事項について特段の措置を早急に講

じるよう強く要望する。 

記 

 

１ 市町村合併が年金財政に及ぼした影響について

は、市町村合併特例法第６５条第３項に基づき、激

変緩和負担金として全額財政措置すること。 

 

２ 激変緩和負担金を除く公費負担を議員負担と同

水準まで引上げること。 

 

３ 現職議員については、度重なるこれまでの改正を

踏まえ、給付や掛金に関し過度の負担を強いること

のないよう制度設計を行うこと。 

 

平成２１年１２月１７日 

 

全国町村議会議長会 

都 道 府 県 会 長 会 
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